
2018 年 1 月 31 日 

（報道発表資料） 

  

下野新聞社 

 東日本電信電話株式会社 栃木支店  

      

「働き方改革セミナー（宇都宮）」の開催について 
～ ＩＣＴを活用した生産性向上をめざして ～ 

 

下野新聞社（代表取締役社長：岸本 卓也）では、東日本電信電話株式会社 栃木支店（支店長：村田 和也） 

株式会社あしぎん総合研究所との共催により、2018 年 2 月 21 日（水）に、労働人口の減少、長時間労働、労働

生産性の低下などさまざまな問題が複合的に絡まりあう現代において、近年、盛んに取り上げられているキー 

ワード「働き方改革」、働き方を「改革」する手段をテーマとしたセミナーを開催し、参加者を募集します。 
 
詳細については、以下のとおりです。 

 

1．日 時    ２０１８年２月２１日（水） 

第１部 働き方改革（基調講演）   １３：３０～１５：１０ （会場：１３：００～） 

第２部 パネルディスカッション   １５：２５～１６：５５ 

 

2．会    場    ホテル東日本宇都宮 ２階 福寿 （宇都宮市上大曽町 492-1） 

 

3．内 容    第１部 

             ＜講演Ⅰ＞ 

●テーマ    働き方改革、いつやるんですか!? 

●講 師    栃木県産業労働観光部 政策課 副主管      大森 住夫 氏 
 

 ＜講演Ⅱ＞ 

●テーマ     ＩＣＴ活用による働き方改革 

●講 師     ネクストリード株式会社 代表取締役         小国 孝司 氏 
 

第２部 

＜パネルディスカッション＞ 

●テーマ     ＩＣＴを活用した、働き方改革とは 

●ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ ネクストリード株式会社 代表取締役         小国 孝司 氏 

●パネリスト  東日本電信電話㈱ 栃木支店 営業部長     尾形 正典 氏 

                   ㈱あしぎん総合研究所 主任研究員       長尾 嘉洋 氏 

                   TMC ｸ゙ﾙー ﾌ゚ ㈱TMC経営支援ｾﾝﾀー 代表取締役社長      葛西美奈子 氏 

                   丸彦製菓㈱ 専務取締役               山田 邦彦 氏 

 

4．申込方 法   参加ご希望の方はＦＡＸ、メールにて受付いたします 

            ■申し込み   ＦＡＸ、メールに会社名・役職・氏名・郵便番号・住所・電話番号を明記のうえ 

                      「働き方改革セミナー事務局」までお申込ください。参加者には、後日聴講券を 

                      発送いたします。 

                      ※お申し込みが多数の場合は抽選とさせていただきます。 
                      

 〒320-8686 宇都宮市昭和 1-8-11 下野新聞社 営業局 営業部内 

                      「働き方改革セミナー事務局」  

電話：028-625-1104 （平日／9：00～17：00） 

FAX：028-625-1132  

                       E-mail：i c t@shimotsuke.co. jp  
 
            ■応募締切  ２０１８年２月１４日（水） 必着 



 

 

 

5．参  加  費    無料 

 

6．主     催    下野新聞社 

 

7．共 催    東日本電信電話株式会社 栃木支店、株式会社あしぎん総合研究所 

 

8．問 合 せ先    働き方改革セミナー事務局 

                  電話 028-625-1104 （平日／9：00～17：00） 

 

 

◆ 講師「小国 孝司 氏」プロフィール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               

   

 

 

 

 

 

以  上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

プログラム開発 SE、外資系の日本法人スタートアップのビジネ 

ス開発を経て、その後約 15 年日本マイクロソフトに所属。 

  直近は、コミュニケーション関連製品の日本市場担当の製品、 

マネージャーとして、「ワークスタイル改革、テレワーク」関連の各

種プロジェクトを牽引するなど、約 25 年に渡りＩＴ業界でエンジニア 

～マーケティングまで、様々な立場で幅広く現場支援を実施。 

ここ数年の「働き方改革」関連プロジェクトを通じて、様々な業

種・業態の企業の「日本の現場」の課題感を徹底的にヒヤリング

し、次世代の働き方を実務的に考えるうちに、派手ではない“本質

的”な視点を抑えるべく、「実証実験」も兼ねて新しい働き方、価値 

創出を自ら実践している。 

現在は、企業を中心とする大小様々な組織のコンサルティング

活動をはじめ、新規プロジェクトのプランニングやマーケティング

支援、その他国や企業等、クローズドな依頼ベースでの講演活動

など幅広く活動中で、俯瞰的ながら現場に寄り添った視点に定評 

がある。  

 



 
 

 


